
 

（単位：千円，％）

区　　　分 Ｒ７年度 Ｒ６年度 差引増減額 対前年度

歳　入　総　額　Ａ 26,570,231 24,999,223 1,571,008 6.3

歳　出　総　額　Ｂ 26,425,719 24,846,388 1,579,331 6.4

形式収支Ｃ＝（Ａ－Ｂ） 144,512 152,835 △ 8,323 △ 5.4

翌年度繰越財源　Ｄ 30,438 42,925 △ 12,487 △ 29.1

実質収支Ｅ＝（Ｃ－Ｄ） 114,074 109,910 4,164 3.8

単 年 度 収 支　Ｆ 4,164 △ 492,260 496,424 △ 100.8

財調基金積立金　Ｇ 76,785 319,273 △ 242,488 △ 76.0

繰 上 償 還 金  Ｈ 0 0 0 -

財調基金取崩額　Ｉ 380,000 0 380,000 -

実質単年度収支

（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

財政調整基金残高 3,334,378 3,637,593 △ 303,215 △ 8.3

△ 299,051 △ 172,987 △ 126,064 72.9

 

令和７年度一般会計決算見込みの概要について 

 
令 和 ８ 年 ９ 月 ４ 日 

洲 本 市 財 務 部 財 政 課 

１ 決算規模 
決算規模は、物価高騰重点支援給付金事業費（△２億９２百万円）やエネルギー・食料品

等物価高騰対策給付金事業費（△1 億７６百万円）が減額したものの、認定こども園整備事

業費（＋９億円）や道路新設改良費（交付金）（＋２億７３百万円）、NEXT GIGA スクー

ル推進事業費（＋１億７４百万円）の増額などにより、対前年度１５億７９百万円増（対前

年度＋６．４％）の２６４億２６百万円となった。 

・歳入は、認定こども園整備事業債の増（＋８億７２百万円、＋1,225．0％）、定額減

税終了などによる個人市民税の増（＋２億 50 百万円、＋１３．９％）、地方交付税の

増（＋２億２百万円、＋2．９％）、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の減（△

４億２１百万円、△５７．２％）、前年度繰越金の減（△５億６百万円、△７６．８％）

などにより、１５億７１百万円増（＋６．３％）の２６５億７０百万円となった。 

・歳出は、認定こども園整備事業費の増などによる民生費の増（＋９億１９百万円、＋

１０．２％）、NEXT GIGA スクール推進事業費や五色台運動公園維持補修事業費の増

などによる教育費の増（＋４億１２百万円、＋１8．８％）などにより、１５億７９百

万円増（＋６．４％）の２６４億２６百万円となった。 
 

歳  入  ２６５億７，０２３万円（対前年度 ＋１５億７，１０１万円、＋６．３%） 

  歳  出  ２６４億２，５７２万円（対前年度 ＋１５億７，９３３万円、＋６．４%） 

 

２ 決算収支 
・実質収支は、平成１７年度以降黒字を維持している。単年度収支は黒字となったもの

の、令和２年度以来の財政調整基金繰入となり、実質単年度収支は、昨年度に続き赤

字となった。 

・財政調整基金残高は、前年度繰越金や基金運用益を財源に７７百万円を積み立て、３億

８０百万円を取り崩したため、３億３百万円減の３３億３４百万円（△８．３％）とな

った。 
 

実  質  収  支  １億１，４０７万円の黒字 （平成１７年度以降２１年連続で黒字） 

   実質単年度収支  ２億９，９０５万円の赤字 （令和６年度に引き続き赤字） 

  

◇ 決算収支の状況 
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決算(主な歳入)の状況
Ｒ７年度決算額 Ｒ６年度決算額 差引増減額 前年度比

5,935,081 5,693,663 241,418 4.2

7,216,451 7,014,278 202,173 2.9

普 通 交 付 税 6,374,785 6,208,366 166,419 2.7

特 別 交 付 税 841,666 805,912 35,754 4.4

3,782,343 3,665,055 117,288 3.2

1,958,830 1,889,640 69,190 3.7

194,948 20,602 174,346 846.3

3,011,196 2,223,752 787,444 35.4

借 換 債 506,796 799,768 △ 292,972 △ 36.6

臨 時 財 政 対 策 債 0 42,584 △ 42,584 皆減

679,201 690,347 △ 11,146 △ 1.6

3,792,181 3,801,886 △ 9,705 △ 0.3

26,570,231 24,999,223 1,571,008 6.3

県 支 出 金

寄 附 金

市 債

そ の 他

　　　　　　　　　　（単位：千円、％）

科　　　　　目

市 税

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

諸 収 入

歳 入 合 計

３ 歳入・歳出の状況 

 
(1) 歳入の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 市税は、企業収益の減少による法人市民税の減（△１３百万円）や消費本数の減少による 

たばこ税の減（△9 百万円）があったものの、定額減税の終了や個人所得の増加などによる 

個人市民税の増（＋２億５０百万円）などにより、２億４１百万円の増となった。 

 
② 臨時財政対策債を加えた実質的な地方交付税は、基準財政需要額において臨時経済対策費

（＋１億４９百万円）を含む追加交付などによる普通交付税の増と臨時財政対策債の減に 

より、総額は 1 億５９百万円の増となった。 

・地方交付税 

（⑥７,０１４百万円→⑦７,２１６百万円：＋２０２百万円、対前年度＋２．９％） 

・臨時財政対策債 

（⑥４３百万円→⑦０百万円：△４３百万円、対前年度皆減） 

・実質的な地方交付税（地方交付税＋臨時財政対策債） 

（⑥７,０５７百万円→⑦７，２１６百万円：＋1５９百万円、対前年度＋２．３％） 

 

③ 国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（△４億２１百万円）や新型コ 

 ロナウイルス予防接種健康被害給付費負担金（△89 百万円）の減があるものの、制度改正 

に伴う児童手当負担金（＋１億６１百万円）、地方創生道整備推進交付金（＋１億３７百万 

円）、物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金（＋１億円）の増などにより、１億１７ 

百万円の増となった。 

 

④ 県支出金は、農業土木施設災害復旧費補助金（△２３百万円）などの減があるものの、自 

立支援給付県負担金（＋30 百万円）、国勢調査事務委託金（＋27 百万円）の増などにより 

、６９百万円の増となった。 

 

⑤ 寄附金は、ふるさと洲本もっともっと応援寄附金（＋１億８０百万円）、教育費寄附金 

（＋１１百万円）の増などにより、１億７４百万円の増となった。 

 

⑥ 市債は、借換債（△2 億 93 百万円）や社会福祉施設等整備事業債（△１億 90 百万円）、 

臨時財政対策債（△43 百万円）などの減があるものの、認定こども園整備事業債（＋８億 

７２百万円）やごみ処理施設等整備事業債（＋１億４１百万円）、五色台運動公園整備事業 

債（＋１億１百万円）の増などにより、７億８７百万円の増となった。  
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決算(主な歳出)の状況
Ｒ７年度決算額 Ｒ６年度決算額 差引増減額

  義  務  的  経  費 12,531,142 12,648,874 △ 117,732

人 件 費 4,629,520 4,212,874 416,646

扶 助 費 4,656,345 4,771,943 △ 115,598

公 債 費 3,245,277 3,664,057 △ 418,780

  そ  の  他  経  費 7,609,452 6,942,877 666,575

補 助 費 等 3,366,210 3,396,505 △ 30,295

物件費・維持補修費 4,243,242 3,546,372 696,870

  投  資  的  経  費 3,245,711 2,192,249 1,053,462

普 通 建 設 事 業 費 3,154,129 2,100,135 1,053,994

災 害 復 旧 費 91,582 92,114 △ 532

  投資及び出資金・貸付金 2,220 3,220 △ 1,000

  繰　　　　出　　　　金 2,687,119 2,605,908 81,211

  積　　　　立　　　　金 350,075 453,260 △ 103,185

26,425,719 24,846,388 1,579,331

（単位：千円、％）

歳 出 合 計

前年度比

△ 0.9

9.9

△ 2.4

△ 11.4

9.6

△ 31.1

3.1

△ 22.8

6.4

△ 0.9

19.7

48.1

50.2

△ 0.6

（単位 : 百万円）

一般会計
特別会計
企業会計

計 一般会計
特別会計
企業会計

計 一般会計
特別会計
企業会計

計

給 料 1,574 251 1,825 1,518 249 1,767 56 2 58
職 員 手 当 1,213 182 1,395 1,063 160 1,223 150 22 172

共 済 費 等 685 96 781 631 88 719 54 8 62
退 手 組 合負 担金 272 34 306 259 38 297 13 △ 4 9
報 酬 886 85 971 742 65 807 144 20 164

合　　　計 4,630 648 5,278 4,213 600 4,813 417 48 465

区　　　分
R７年度決算額 R６年度決算額 差引増減額

(2) 歳出の状況（性質別） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 一般会計の人件費は、令和７年度の人事院勧告に準じた幅広い世代に対する給料月額の引き

上げなどによる給料（＋５６百万円）の増、期末・勤勉手当の引き上げなどによる職員手当

（＋１億５０百万円）の増、共済費等（＋５４百万円）の増などにより、４億１７百万円の

増となり、全会計における人件費は、４億６５百万円の増となった。 

  

 

 

 

 

 

 
②  扶助費は、児童措置費（＋１億５３百万円）、物価高対応子育て応援手当支給事業費 

（＋１億円）の増、物価高騰重点支援給付金事業費（△２億８８百万円）の減、エネルギ 

ー・食料品等物価高騰対策給付金事業費（△１億７４百万円）の減などにより、１億１ 

６百万円の減となった。 

 

③  公債費は、借換債（△２億９３百万円）の減などにより、４億１９百万円の減となった。 

市債残高は、借換債（５億７百万円）を除き、元金償還額が２６億４１百万円、新たに借

り入れた市債が２５億５百万円であることから、市債残高は１億３６百万円の減となった。 

（⑥２２,８８７百万円→⑦２２,７５１百万円：△１３６百万円、対前年度△０．６％） 

 

④  物件費・維持補修費は、NEXT GIGA スクール推進事業費（＋１億７０百万円）、ふるさ

と納税推進事業費（＋７４百万円）、情報化推進事業費（＋５５百万円）、評価業務費 

（＋３３百万円）の増などにより、６億９７百万円の増となった。 

 

⑤  繰出金は、介護サービス事業勘定繰出金（＋９１百万円）、後期高齢者医療繰出金 

（＋１５百万円）や介護保険事業勘定繰出金（＋２４百万円）の増、CATV 特別会計繰出

金（△４５百万円）の減などにより、８１百万円の増となった。 

 

⑥  積立金は、財政調整基金積立金（△２億４２百万円）の減やふるさと洲本もっともっと応

援基金積立金（＋１億６３百万円）、黒田鋭一顕彰洲本城跡整備基金（＋１１百万円）の増

などにより、１億３百万円の減となった。 

一般会計に係る基金残高は、財政調整基金（△３億３百万円）、ふるさと洲本もっともっ

と応援基金（△４億７１百万円）の減などにより、６０億１０百万円となった。 

（⑥６,８４５百万円→⑦６,０１０百万円：△８３５百万円、対前年度△１２．２％） 
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４ 財政指標の状況（普通会計）  
 

(1) 健全化判断比率の状況                           （単位：％） 
財政指標 財政指標の概要 ７年度 ６年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 
一般会計等を対象とし

た実質赤字の標準財政

規模に対する比率 
－ － １２．９１ ２０．０ 

連結実質赤字比率 

全会計を対象とした実

質赤字（又は資金の不

足額）の標準財政規模

に対する比率 

－ － １７．９１ ３０．０ 

実 質 公 債費 比 率 

一般会計等が負担する

元利償還金及び準元利

償還金の標準財政規模

に対する比率の過去３

ヵ年の平均値 

１１．５ １２．３ ２５．００ ３５．０ 

将 来 負 担 比 率 

一般会計等が将来負担

すべき実質的な負債の

標準財政規模に対する

比率 

３３．８ ３８．３ ３５０．００ 

 

 

①  単年度実質公債費比率は、算定の分子となる元利償還金の額が減少したことや算定の分母

となる普通交付税が増額したことなどから、前年度より１．８ポイント減少し、９．９％と

なった。 

実質公債費比率（単年度実質公債費比率の直近３ヵ年の平均）は、平均する年度が令和 

４～６年度から令和５～７年度となったことにより、前年度より０．８ポイント減少し、 

１１．５％となった。 

（単年度実質公債費比率： ④１２．５％ ⑤１２．８％ ⑥１１．７％ ⑦９．９％） 

②  将来負担比率は、地方債現在高の減や標準財政規模の増などにより、前年度より４．５ポ

イント減少し、３３．８％となった。 

 

 (2) 公営企業の資金不足比率の状況                  （単位：％） 
 

  

 

 

 

(3) その他の主な指標                          
財政指標 財政指標の概要 ７年度 ６年度 

財 政 力 指 数 
基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数字の過去

３ヵ年の平均値  ※数値が高いほど財政力が強い 
０．４６９ ０．４７２ 

経常収支比率 

財政構造の弾力性を測定する比率 

市税、普通交付税などの経常的な一般財源の内、人件費、施

設維持費などの経常的な経費に充当された一般財源の割合    

※数値が低いほど財政の弾力性が高い 

９７．８％ ９６．８％ 

自主財源比率 
市税等、その自治体で自主的に収入される財源の全体収入

に占める割合 
３５．８％   ３６．４％ 

 

①   財政力指数（令和５年度～令和７年度の３ヵ年平均）は、単年度財政力指数は０．４６６

となり０．００１ポイント減少したため、３ヵ年平均でも、前年度より０．００３ポイント

減の０．４６９となった。 

（単年度財政力指数 ：④０．４７３ ⑤ ０．４７５ ⑥０．４６７ ⑦０．４６６） 

②  経常収支比率は、算定の分子となる人件費や扶助費充当の一般財源の増などにより、前年

度より１．０ポイント増の、９７．８％となった。 

財政指標 財政指標の概要 ７年度 ６年度 経営健全化基準 

資 金 不 足 比 率 
公営企業会計ごとの

資金の不足額の事業

の規模に対する比率 

該当する 

会計なし 

該当する 

会計なし 
２０．０ 
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事業費　・・・・・　　　　　　　　　        千円

１．市民生活を支援 　　　 単位：千円

・定額減税しきれないと見込まれる所得水準の
方への給付金の支給

定額減税補足給付金（当初調整給付）の支給済額に不足が生じる方（不足額給付Ⅰ）、
低所得世帯向けの給付金及び定額減税対象外の方（不足額給付Ⅱ）に対し、給付金を
支給。

　5,093件　147,710千円
　事務費　2,445千円

150,155

・物価高騰重点支援給付金の支給
　【3万円給付・子ども加算2万円】

令和6年度住民税非課税世帯に対し、1世帯あたり3万円を給付する。
また、対象世帯に18歳以下の児童がいる場合は、児童1人あたり2万円を加算する。

　令和6年度住民税非課税世帯：79世帯　2,370千円
　18歳以下の児童がいる世帯：7世帯　児童13人　260千円
　事務費　272千円

2,902

・保育所等及び私立認定こども園の副食費等の
支援

これまで通りの栄養バランスや量を保った副食等の提供を維持するため、公立保育所
等の食材料費を追加する。また、私立認定こども園に対しては補助金を支給する。

　対象期間：令和7年4月～令和8年3月
　私立認定こども園　2,086千円
　市立保育所(園)　　1,941千円
　市立認定こども園　823千円

4,850

・学校給食費の支援

これまで通りの栄養バランスや量を保った学校給食の提供を維持するため、小中学校
及び幼稚園の食材料費を追加する。

　対象期間：令和7年4月～令和8年3月
　幼稚園・小学校7,217千円、中学校 3,962千円

11,179

・高齢者移動手段確保支援
物価高が続く中で、住民税非課税の高齢者世帯に対しタクシーや路線バス等で使用可
能な助成券を配布することで、支援対象の方々の生活を維持する。

7,330

小　計 176,416

２．事業継続を支援 単位：千円

・高齢者施設等に対する光熱費等高騰対策支援

高齢者施設等が、利用者負担を増やすことなく、これまで通りの栄養バランスや量を
保った食事の提供を行えるよう、補助金を支給する。

　対象期間：令和7年4月～令和8年3月

28,912

・保育施設等に対する光熱費等高騰対策支援

物価高騰に伴う光熱費等の上昇の影響を受ける、保育等施設の運営事業者に対し支
援を行い、利用料上昇による施設利用者の負担増加を防ぐ。
　私立保育施設　4件：740千円
　放課後児童クラブ　8件：720千円

1,460

・福祉有償運送支援事業
物価高が続く中で、燃料費高騰の影響を受ける福祉有償運送事業者を支援すること
で、事業の維持を図る。

240

・農業用機械・設備導入支援事業
物価高騰の影響を受ける農業者に対し、農業用機械や設備の導入に係る経費の一部
を助成し、事業の安定継続を支援する。
　　12件：4,914千円

4,914

・飼料価格高騰緊急対策補助金

食料価格高騰の影響を受ける市内酪農及び肥育農家の負担軽減を図るため補助金を
支給する。

　24か月齢以上の搾乳牛１頭あたり10千円　　補助件数：29件、1,146頭
　肥育期の肥育牛1頭あたり3千円　補助件数：12件、1,563頭

16,149

・漁業用燃油価格高騰対策支援
物価高騰の影響を受ける漁業者に対し、漁業協同組合を通じ燃料費の一部を助成し、
事業の安定継続を支援する、

4,308

・プレミアム付デジタル商品券
プレミアム付デジタル商品券を発行し、市内での消費を喚起し市民生活を支援する。

　販売数37,191口　　プレミアム率25％
84,817

小　計 140,800

合　計 317,216

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を用いた洲本市の取り組み

317,216
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